第８章　製造業
概況
　本府工業の昭和53年12月31日現在における製造事業所数は、７万2,818事業所で、前年に比べ5.2パーセント（3,603事業所）増となり３年ぶりに増勢に転じ、７万台に回復した。
　業種別にみると、重化学工業部門では、化学が3.1パーセント（34事業所）減、前年2.7パーセント減の鉄鋼がさらに1.7パーセント（30事業所）減と、２業種で減少を示したのみで、他の７業種はすべて増加となった。なかでも、電気機器の6.4パーセント（224事業所）増が大きく、金属製品の5.2パーセント増、一般機械の5.1パーセント増が目立っている。
　軽工業部門では、11業種すべてで増加し、なかでも、ゴム製品が13.7パーセント（106事業所）増と著しく、ついで、なめし皮や出版・印刷が、それぞれ13.1パーセント（191事業所）増、11.1パーセント（490事業所）増と大幅な伸びとなったことが注目される。
　石油危機以降の不況の長期化による生産活動の停滞等により、48年以降減少傾向にある従業者数は、93万8,946人となり前年に比べ0.4パーセント（3,932人）の微減にとどまり、その減少傾向からすると下げ止まっている。
　業種別にみると、前年すべての業種で減少となった重化学工業部門では、精密機器が5.1パーセント（579人）増、電気機器が1.1パーセント （1,973人）増、金属製品が0.6パーセント（736人）増と、増加に転じたものの、他の６業種では減少となった。なかでも、鉄鋼の8.0パーセント（4,172人）減、輸送機器7.9パーセント （3,718人）減、非鉄金属4.3パーセント（962人）減が目立っている。
　又、軽工業部門では、なめし皮が9.3パーセント（846人）増と著しく、衣服4.9パーセント（1,884人）増、家具3.8パーセント（711人）増、出版・印刷3.3パーセント（1,794人）増など８業種で増勢に転じた反面、パルプ・紙の2.7パーセント（910人）減が大きく、木材が前年同様「構造不況業種」である合板製造業の落ち込みにより1.5パーセント（245人）減となっている。
　製造品出荷額等は、15兆1,950億円で前年に比べ4.2パーセント（6,079億円）増と、前年の伸び率6.2パーセントを下回ったものの、工業製品生産者物価指数（総平均）で調整してみると、4.8パーセント増と前年の3.2パーセント増に比べて若干上昇している。しかし、本府工業生産指数からは、金属製品工業及び精密機械工業の大幅な伸長、一般機械工業の低迷、輸送機械工業の大幅減などがうかがわれるなど前年に引き続き業種間における業況の跛行性がみうけられる。
　部門別にみると、重化学工業、軽工業の両部門とも増勢を示したものの、生産財の停滞、資本財の減退などにより重化学工業部門の伸び率は3.1パーセント（2,972億円）増にとどまった。一方、軽工業部門は6.1パーセント（3,107億円）増と着実な伸びを示した。
　業種別にみると、重化学工業部門では、精密機器が、写真機、同付属品やカメラ用レンズの好調な輸出に支えられ、17.3パーセント（181億円）増と大幅な伸長を示した。次いで、建設用金属製品製造業や配管工事用付属品製造業を中心に金属製品が、8.8パーセント（1,243億円）増と本年も堅調な伸びを示し、一般機械が5.2パーセント（832億円）増と続いている。又、電気機器や輸送機器は、それぞれ、3.5パーセント増、0.3パーセント増の微増にとどまった。特に、電気機器では、民生用電気機器製造業や電気音響機器製造業で着実な伸びを示した反面、円高主因によるテレビ輸出の大幅減の影響によりラジオ受信機・テレビジョン受信機製造業での減退が目立っている。輸送機器は、世界的な船腹過剰を背景とした鋼船製造・修理業での前年に引き続く大幅な不振が起因している。又、鉄鋼は3.4パーセント （505億円）増と低い伸びとなったが、国内外の需要の低迷や設備投資の停滞等により不振の続いていた製鉄業（高炉）や製鋼及び圧延業（電気炉）での復調が注目される。なお、46年から増勢の一途を示していた石油・石炭は生産の伸び悩みや原油輸入量の減少の影響も相まって石油精製業での大幅な落ち込みにより8.5パーセント（453億円）の減少となった。
　一方、軽工業部門では、窯業・土石が、生コンクリート製造業での大幅な伸びにより、17.1パーセント（429億円）増となった。又、前年12.8パーセント増と堅調な伸びを示した衣服が、本年も外衣製造業を中心に13.2パーセント（413億円）増と34年以降増勢を続けている。次いで、出版・印刷の11.8パーセント （713億円）増、家具の10.6パーセント（227億円）増と続き、ゴム製品やなめし皮も、それぞれ9.7パーセント増と、比較的堅調な伸びを示した。又、前年1.3 パーセント減となった繊維は、綿・スフ及びその他の織物業での伸びが、紡績業（綿・毛）の落ち込みをカバーし、3.0パーセント（284億円）増となった。その反面、引き続く合板製造業の不振や建築用木製組立材料製造業での落ち込みにより木材は、1.6パーセント（37億円）減と２年連続しての減少となった。
　地域別の出荷額をみると、各地域とも上伸しているが、なかでも南河内地域は精密機器の著しい伸びにより10.0パーセント（517億円）の増と３年連続10パーセント台の伸びをみせ、ついで前年14.0パーセントと最高の伸びを示した北大阪地域で7.9パーセント（1,365億円）増、東大阪地域で5.2パーセント（1,865億円）増といずれも府平均伸び率4.2パーセントを上回った。
　一方、大阪市地域は3.9パーセント（2,119億円）増、泉州地域0.7パーセント（213億円）増とこの２地域では府平均伸び率を下回っている。
工業生産活動の動向
　昭和53年の大阪府工業生産指数は、年平均で121.2（製造工業）となり、52年の114.3に比し6.9ポイント増、年率6.0パーセントの上伸となった。
　生産の推移を四半期別にみると、１月から３月期は金属製品、輸送機械の低迷から前月比（季節調整済）0.9パーセント減となり、４月から６月期は2.8パーセントの増加、更に７月から９月期は金属製品の大幅増もあり9.2パーセント増となり、10月から12月期に至っては、輸送機械の低迷もあって、1.9パーセントの増加にとどまった。
　次いで、年間の動きを前年同期比でみると、１月から３月期1.7パーセント減、４月から６月期1.7パーセント増と低迷しているが、７月から９月期9.7パーセント増、10月から12月期13.4パーセント増と上昇幅を広めていった。
　生産の動向を業種別にみると、在庫調整の進展と商品不況の底堅さを反映し堅調な業種もある反面、需給ギャップに悩む構造不況業種も存在し、前年に引き続き業種間に跛行性がみうけられる。
　15業種のうち、昨年と比べ上伸したのは、金属製品の40.2パーセント増をはじめとする６業種となっており、一方、低下したのは、輸送機械の32.9パーセント減をはじめとする９業種であった。
　生産の推移を財別でみると、投資財、資本財は民間の設備投資の低迷を反映し、それぞれ前年比2.7パーセント減、同5.7パーセント減となった。一方、耐久消費財は、昨年に引き続き好調に推移し、前年比33.4パーセント増となり、消費財も前年比15.8パーセント増となっている。又、回復の遅れている生産財は、前年比0.2パーセントの微増となっている。
